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歳入歳出 182 億 7,470 万円 191 億 3,777 万円 平成 25年度

366,300 円／市民一人当たり 383,599 円／市民一人当たり

平成 25 年度は前年度に比べ、2億 8,700 万円の増額となりました。
・地方経済の回復傾向などにより「市税」が 2億 2,912 万円の増。
・扶助費にかかる負担増加により「国県支出金」が 2億 5,480 万円の増。
・「市債」が 2億 6,080 万円の減。

特別会計 歳入 歳出 差引額
国民健康保険 64 億 1,344 万円 63 億 4,822 万円 6,522 万円
後期高齢者医療 4億 6,182 万円 4億 6,084 万円 98 万円
介護保険 35 億 704 万円 34 億 4,966 万円 5,738 万円
楠木及び天野揚
水場管理

1,989 万円 1,491 万円 498 万円

簡易水道等事業 5,490 万円 5,110 万円 380 万円
下水道事業 13 億 9,646 万円 13 億 6,101 万円 3,545 万円

企業会計 収入 支出
上水道事業
収益的

6億 7,927 万円 5億 3,392 万円

上水道事業
資本的

2億 7,274 万円 6億 934 万円
基金現在高 48 億 2,454 万円

（前年度比） ▲ 5,022 万円

市民一人当たり 96,704 円

市債現在高 249 億 1,387 万円

（前年度比） 5,470 万円

市民一人当たり 499,376 円

※市民一人当たり換算額… 単純に歳入・歳出項目を市の人口（49,890 人：
平成 26 年 3月 31 日）で割ったもので、一人
あたりの負担額を比較するための数値です。

※ 市債の中には、国の交付税で措置
されるものがあります。
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財

歳出
182 億
7,470 万円

歳出
182 億
7,470 万円

繰入金　8億 2,543 万円
4.3％

繰越金　7億 9,933 万円
4.2％

その他自主財源　11 億 1,421 万円
　5.8％

民生費
61億 9,554 万円
33.9％

公債費
17 億 9,743 万円

9.8％

教育費
17 億 3,617 万円

9.5％

消防費　9億6,367万円　5.3％

衛生費
14億 1,580 万円

7.7％

商工費　5億 9,730 万円　3.2％
農林業費　2億 7,993 万円　1.5％
その他　8億 7,656 万円　4.9％

地方交付税
36億 7,932 万円

19.2％

国県支出金
33億 5,544 万円

17.6％

市債
16 億 6,970 万円
8.7％

その他依存財源
9億 4,950 万円　5.0％

人件費
27億 2021 万円
14.9％

扶助費
34 億 7,876 万円
19.0％

公債費
17 億 9,743 万円
9.8％

物件費
31 億 1,722 万円
17.1％

補助費等
22億 8,263 万円
12.5％

繰出金
17 億 2,535 万円

9.4％

普通建設事業費
24億 392 万円

13.2％

その他
7億 4,918 万円　4.1％

問 市役所財務課
☎ 055-948-1414

市民税
57,146 円

民生費
124,184 円

人件費
54,524 円

固定資産税
66,007 円

総務費
46,828 円

扶助費
69,729 円

軽自動車税
1,972 円

土木費
41,612 円

公債費
36,028 円

市たばこ税
8,117 円

教育費
34,800 円

補助費等
45,753 円

繰出金
34,583 円

その他
15,017 円

普通建設事業費
48,184 円

入湯税
1,952 円

公債費
36,028 円

消防費
19,316 円

商工費
11,972 円

農林業費
5,611 円

その他
17,570 円

衛生費
28,379 円

物件費
62,482 円

※市民一人当たりの換算額

合計 366,300 円
※市民一人当たりの換算額

合計 366,300 円
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【自主財源】市が自主的
に得ることのできる財
源。自主財源が多いほど
行政活動の自主性と安定
性を確保できます。
【依存財源】国や県など
から交付されたり、割り
当てられたりする財源。

総務費
　23億 3,626 万円
　　12.8％土木費

20 億 7,604 万円
11.4％

合計 135,194 円

※市民一人当たりの換算額

平成 25 年度は前年度に比べ、2億 2,326 万円の増額となりました。
・韮山小学校大規模改修工事などにより「普通建設事業費」が
　1億 2,518 万円の増。
・合併特例債や臨時財政対策債などの大型市債の元金償還開始に
　より「公債費」が 1億 2,675 万円の増。
・地方公務員給与減額要請などにより「人件費」が 4,886 万円の減。
・児童発達支援給付金などの増により「扶助費」が 1億 1,779 万円の増。

地方公共　団体の中
心となる　会計で、
市政運営　の基本的
な経費を　計上。


